
第 ２５ 期　決　算　公　告

東京都千代田区丸の内３丁目４番２号

株式会社  整 理 回 収 機 構
代表取締役社長　 本 田 守 弘

貸 借 対 照 表（２０２１年３月３１日現在）

  （単位：百万円）

科        目 金　　額 科        目 金　　額

92,909 2

現 金 0 普 通 預 金 0

預 け 金 92,909 定 期 預 金 2

12 547,289

497,127 5,554

株 式 281,638 未 払 法 人 税 等 31

そ の 他 の 証 券 215,489 未 払 費 用 198

78,916 前 受 収 益 0

割 引 手 形 35 未 払 納 付 金 4,138

手 形 貸 付 4,650 リ ー ス 債 務 129

証 書 貸 付 70,710 資 産 除 去 債 務 138

当 座 貸 越 3,520 そ の 他 の 負 債 917

3,352 243

未 収 収 益 114 68

未 収 補  金 476 4,911

そ の 他 の 資 産 2,761 2,226

327 560,296

建 物 172

リ ー ス 資 産 119 12,000

その他の有形固定資産 35 48,929

106 そ の 他 利 益 剰 余 金 48,929

ソ フ ト ウ ェ ア 20 繰 越 利 益 剰 余 金 48,929

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 85 60,929

2,226 11,086

△ 42,665 11,086

72,016

632,313 632,313

負 債 の 部 合 計

その他有価証券評価差額金

負債及び純資産の部合計

評 価 ・ 換 算差 額等 合計

純 資 産 の 部 合 計

資 本 金

株 主 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

（ 純 資 産 の 部 ）

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

２０２１年６月１７日

資 産 の 部 合 計

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

そ の 他 資 産

支 払 承 諾

有 価 証 券

繰 延 税 金 負 債

貸 出 金

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

現 金 預 け 金 預 金

そ の 他 負 債

借 用 金買 入 金 銭 債 権

-1-



損益計算書

（単位：百万円）

科　　　　　目 金　　　　　額

12,162

5,562

2,843

2,707

10

1

6

9

0

9

0

0

6,583

1,438

17

5,126

12,520

22

0

21

0

334

4

330

7,923

4,239

47

39

4,152

△ 358

0

0

△ 358

法人税、住民税及び事業税 8

△ 2

5

△ 364

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 損 失

そ の 他 の 経 常 費 用

株 式 等 償 却

借 用 金 利 息

そ の 他 の 支 払 利 息

預 金 利 息

経 常 費 用

資 金 運 用 収 益

信 託 報 酬

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

貸 出 金 利 息

有 価 証 券 利 息 配 当 金

預 け 金 利 息

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

償 却 債 権 取 立 益

そ の 他 の 経 常 収 益

当 期 純 損 失

支 払 為 替 手 数 料

そ の 他 の 役 務 費 用

貸 出 金 償 却

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損

税引前当期純損失

法人税等調整額

法 人 税 等 合 計

経 常 収 益

2020年 4月 1日から
2021年 3月31日まで

そ の 他 の 業 務 収 益

そ の 他 の 受 入 利 息

受 入 為 替 手 数 料

そ の 他 の 役 務 収 益
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個別注記表 

Ⅰ．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

Ⅱ．重要な会計方針 

１. 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法によ

る原価法、その他有価証券については原則として決算日の市場価格等に基づく時価法（売却

原価は主として移動平均法により算定）、ただし時価を把握することが極めて困難と認めら

れるものについては移動平均法による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

２. 固定資産の減価償却の方法 

(１) 有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定率法（ただし、2016 年４月１日以後に取得した建物附属設備及び

構築物については定額法）を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

       建 物   ８年～18年 

       その他   ２年～16年 

(２) 無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期間（主として５年）に基づいて償却しております。 

(３) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、

リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額について

は、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のも

のは零としております。 

３. 引当金の計上基準               

(１) 貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

貸出金等について当社が「整理回収業務」を主目的とする会社であること等を考慮し

て、破産更生債権等特定の債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証

による回収可能見込額を控除し、その残額に対して債務者の支払能力を総合的に判断し

たうえで、回収不能と認められる額を計上しており、一般債権については過去の一定期

間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。 

(２) 退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付

債務の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上して

おります。 
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（３）役員退職慰労引当金 

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退

職慰労金の支給見積額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上

しております。 

４. 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

５．受取配当金の会計処理 

受取配当金は、配当受領時に収益として計上しております。 

Ⅲ．表示方法の変更 

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第 31 号 2020 年３月 31 日）を当

事業年度の年度末に係る計算書類から適用し、計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記

を記載しております。 

Ⅳ．重要な会計上の見積り 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業

年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

貸倒引当金 

（１） 当事業年度に係る計算書類に計上した額 

貸倒引当金 42,665 百万円 

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

①算出方法 

貸倒引当金の算出方法は、「重要な会計方針」「３．引当金の計上基準」「（1）貸

倒引当金」に記載しております。 

②主要な仮定 

貸出債権について回収可能見込額を見積る際には、取引先の過去の支払い実績や現

在の状況等を考慮しております。当事業年度においては、新型コロナウイルス感染

症拡大に伴う取引先の返済能力への影響は、軽微であるとの仮定により、貸倒引当

金を計上しております。 

③翌事業年度に係る計算書類に及ぼす影響 

取引先の状況の悪化や経済環境の変化等の追加情報を評価する結果、貸倒引当金を

追加で計上する可能性があります。新型コロナウイルス感染症の感染状況及び感染

拡大等に伴う取引先への影響が深刻化した場合には、翌事業年度に係る計算書類に

おける貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

-4-



Ⅴ．注記事項 

 （貸借対照表関係） 

１. 関係会社の株式総額  9百万円 

２. 貸出金のうち、破綻先債権額は 8,445 百万円、延滞債権額は 29,492 百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の

事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなか

った貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のう

ち、法人税法施行令（昭和 40年政令第 97号）第 96条第１項第３号のイからホまでに掲げる

事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建

又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

３. 貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は 835 百万円であります。 

なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅

延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

４. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 19,191 百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利

の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを

行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

５. 破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は

57,964 百万円であります。 

なお、上記２から５に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

６. 担保に供している資産は次のとおりであります。 

為替決済、当座借越等の取引の担保として、預け金 200 百万円を差し入れております。 

また、その他の資産には保証金 439 百万円が含まれております。 

７. 有形固定資産の減価償却累計額            448 百万円 

８. 関係会社に対する金銭債権総額         478 百万円 

９. 関係会社に対する金銭債務総額      551,748 百万円 

１０. 当社の単体自己資本比率（4.89％）については、非対象区分として銀行法上の規制の対象

外（預金保険法附則第 11条第 9号［新住専処理法附則第 11条第 9号］）であります。 

１１. 「未収補 金」は次のものであります。 

・ 預金保険法附則第 10 条の２に基づき、預金保険機構より補 金の交付を受けるべき額

403 百万円 

・ 金融機能の再生のための緊急措置に関する法律第 53 条第３項に基づき、預金保険機構よ

り補 金の交付を受けるべき額 73 百万円 

１２. 「その他の資産」には、次のものを含んでおります。 

・ 未収還付配当利子所得税  542 百万円 
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１３. 「未払納付金」は次のものであります。 

・ 預金保険法附則第７条第１項第２号の２に基づき、預金保険機構に納付する額 1,492 百   

万円 

・ 金融機能の早期健全化のための緊急措置に関する法律第 13 条に基づき、預金保険機構に

納付する額  177 百万円 

・ 金融機能の強化のための特別措置に関する法律第 41 条に基づき、預金保険機構に納付す

る額 2,467 百万円 

（損益計算書関係） 

１. 関係会社との取引による収益 

    その他業務・その他経常取引に係る収益総額      527 百万円 

関係会社との取引による費用 

    資金調達取引に係る費用総額                      21 百万円 

    役務取引等に係る費用総額             0 百万円 

    その他業務・その他経常取引に係る費用総額     4,138 百万円 

２. 「その他の経常収益」には、次のものを含んでおります。 

・ 債権回収等益   4,545 百万円 

・ 預金保険法附則第 10 条の２に基づき、預金保険機構より補 金の交付を受けるべき額  

403 百万円 

・ 金融機能の再生のための緊急措置に関する法律第 53 条第３項に基づき、預金保険機構よ

り補 金の交付を受けるべき額 73 百万円 

３. 「その他の経常費用」には、次のものを含んでおります。 

・ 預金保険法附則第７条第１項第２号の２に基づく預金保険機構への納付金 1,492 百万円 

・ 金融機能の早期健全化のための緊急措置に関する法律第 13 条に基づく預金保険機構への   

納付金  177 百万円 

・ 金融機能の強化のための特別措置に関する法律第 41 条に基づき、預金保険機構に納付す

る額 2,467 百万円 
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（金融商品関係） 

１. 金融商品の状況に関する事項 

(１) 金融商品に対する取組方針 

当社は、住宅金融債権管理機構と整理回収銀行が合併して 1999 年に発足、旧住専や

破綻金融機関から譲り受けた不良債権等の回収を柱に、健全金融機関からの不良債権買

取や企業再生支援業務並びに金融機関の自己資本充実のため金融機関が発行する株式

等の引受・処分等を受託するなど幅広い業務を行っています。 

当社は基本的に法令に基づき株主である預金保険機構の委託で殆どの業務を行うた

め、独自に資金調達し金融商品の保有・運用を行って収益を追求することはありません。 

必要な資金はすべて法的に民間金融機関または預金保険機構により手当されており、

余剰部分は期限前返済、不足部分は預金保険機構からの借入が可能であるため、当社で

は資産及び負債の総合管理（ALM）は行っていません。また資金運用は預金保険機構への

弁済または利益金納付までの短期運用（運用先を限定し安全性に十分留意）に限定され

ており、金利リスクを回避しております。 

(２) 金融商品の内容及びそのリスク 

当社が保有する金融資産のうち、法令に基づき或いは預金保険機構から委託されて引

受もしくは買い取ったものについては、公的な業務遂行に伴う総合収支（金融収支を含

む）差額は、預金保険機構との間で納付・補 が行われることとなっているため、当社

には最終損益とリスクの帰属はありません。一方、預金保険機構からの委託によらない

ものについては、納付・補 が行われないため、最終損益とリスクが当社に帰属するこ

ととなります。 

① 有価証券 

保有する有価証券の殆どが金融機関の自己資本充実のため金融機関が発行する株

式等の引受等（早期健全化法、金融機能強化法）により取得した優先株や普通株およ

び信託受益権等です。なお、有価証券に関わる損益はすべて預金保険機構に帰属する

ため、当社は有価証券に関わる価格変動リスクを負いません。 

その他の株式等は旧住専・破綻金融機関から譲渡等により取得した株式等で、預金

保険機構に対する納付・補 の対象になっております。

② 貸出金 

当社の貸出金は大宗が不良債権であり、個別に担保やキャッシュ・フローからの回

収見込を控除した後の金額につき貸倒引当金を計上しています。なお、利息収入が見

込めるものは、主として住専勘定の正常ローンです。 

(３) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスクの管理 

当社では、不良債権の性格に応じた管理・回収体制を整備のうえ回収・引当指導と

その適切性のチェックは業務企画部が行っており、引当と償却の妥当性確保に留意し

ています。 
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② 市場リスクの管理 

（ⅰ）金利リスクの管理 

１年以内の短期運用にあたっては、安全性に十分留意した基本方針を規程で定め、

運用対象先、対象資産及びライン等の具体的な運用事項は業務企画部担当役員の権

限で制定しています。また運用状況は四半期ごとに取締役会に報告しています。 

なお、資産と負債に関する金利リスク、期間リスクは、預金保険機構との協定に

より随時調達・随時返済が可能なため基本的にはありません。 

（ⅱ）価格変動リスクの管理 

保有有価証券の中には、公的資本増強業務に伴うもので優先株から普通株に転換

したものがあり、時価の変動が常に生じますが、減損処理を要するものについても

預金保険機構との協定に基づき補てんが行われるため、当社は価格変動リスクを負

いません。 

（ⅲ）市場リスクに係る定量情報 

当社では、リスク管理上、市場リスクに関する定量的分析を利用しておりません。 

金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は固定金利の貸出金です。すべてのリ

スク変数が一定の場合、2021年３月31日現在の金利が1ベーシス・ポイント（0.01％）

低ければ、貸出金の時価は 2 百万円増加するものと考えられます。反対に金利が 1

ベーシス・ポイント（0.01％）高ければ、2百万円減少するものと考えられます。 

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理 

当社が円滑な業務を遂行するために必要な資金は、すべて法的に措置されており、

資金繰り及び市場流動性の面において損失を被ることはありません。 

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的

に算定された価格が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を

採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。 
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２. 金融商品の時価等に関する事項 

2021 年３月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりで

あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には

含めておりません（（注２）参照）。 

また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。 

（単位：百万円） 

 貸借対照表 

計上額 
時 価 差 額 

（1） 現金預け金 

（2） 有価証券 

その他有価証券 

（3） 貸出金 

貸倒引当金（△）(※１) 

92,909

35,798

78,916

△42,483

92,909

35,798

-

-

 36,433 36,908 475

資産計 165,142 165,617 475

（1） 借用金 547,289 547,296 6

負債計 547,289 547,296 6

(※１)貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

(注１）金融商品の時価の算定方法 

資産 

（1） 現金預け金 

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額を時価としております。満期のある預け金については、約定期間が短期間

（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時

価としております。 

（2） 有価証券 

株式は取引所の価格によっております。 

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「（有価証券関

係）」に記載しております。 

（3） 貸出金 

回収見込の困難な貸出金については、担保及び保証による回収見込額と確実な

担保外入金見込額に基づいて貸倒引当金を個別に引き当てているため、時価は決

算日における貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額

に近似しており、当該価額を時価としております。 

上記以外の貸出金のうち、変動金利によるものは短期間で市場金利を反映する

ため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と

近似していることから当該帳簿価額を時価としております。一方、固定金利によ

るものは、当社は新規貸出を行っておらず、また、譲受機関により貸出条件が

様々なため、一定の前提を置いて貸倒見積額を織り込んだ将来キャッシュ・フロ

ーを見積り、それを安全利子率で割り引いて時価を算定しています。 
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負債 

（1） 借用金 

約定期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額を時価としております。 

上記以外のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、

当社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似

していると考えられるため、当該帳簿価額を時価としております。 

固定金利によるものは、一定の期間毎に区分した当該借用金の元利金の合計額

を同様の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算定しておりま

す。 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額は次の

とおりであり、金融商品の時価情報の「資産（２）有価証券」には含まれておりま

せん。 

（単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 

① 非上場株式 （※１）（※２） 

② その他の証券（※１） 

③ 子会社株式 

245,830

215,489

9

合  計   461,328

（※１）これらは、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから時価開示の対象とはしておりません。 

（※２）当事業年度において、非上場株式について 24 百万円減損処理を行って

おります。 

（有価証券関係） 

１. 子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（2021年３月 31日現在） 

時価のある子会社・子法人等株式及び関連法人等株式はありません。 

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社・子法人等株式及び関連 

法人等株式 

（単位：百万円） 

貸借対照表計上額

子会社・子法人等株式 9

関連法人等株式 -

合計 9
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２. その他有価証券（2021年３月31日現在） 

（単位：百万円） 

  種類 
貸借対照表 

計上額 
取得原価 差額 

貸借対照表計上額が 株式  35,780 19,800 15,980

取得原価を超えるもの 
小計  35,780 19,800 15,980

貸借対照表計上額が 株式 18 18 -

取得原価を超えないもの 
小計 18 18 -

合計 35,798 19,818 15,980

（注）時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券 

（単位：百万円） 

   貸借対照表計上額 

株式 245,830

その他 215,489

合計 461,319

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め

られることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

３. 当事業年度中に売却したその他有価証券はありません。 

４. 減損処理を行った有価証券 

売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）のう

ち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復

する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とす

るとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下、「減損処理」という。）して

おります。 

当事業年度における減損処理額は 14百万円であります。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価が取得原価に比べて 30％

以上下落した場合としております。時価が取得原価に比べ 50％以上下落した場合は、時価が

取得原価まで回復する見込みがないものとして減損処理を行っております。時価が取得原価

に比べて 30％以上 50％未満下落した場合は、時価の回復可能性の判定を行ったうえで減損

処理を行っております。 
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（税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであり

ます。 

繰延税金資産  

税務上の繰越欠損金（注1） 68,776 百万円

貸倒引当金 

ソフトウェア開発費 

11,460 

1,112 

その他   454

繰延税金資産小計  81,804 

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △68,776 

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △13,028 

評価性引当額小計 △81,804 

繰延税金資産合計 ― 

繰延税金負債  

有形固定資産（資産除去債務） △18 

有価証券評価差額 △4,893 

繰延税金負債合計 △4,911 

繰延税金負債の純額 △4,911 百万円

（注 1）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額 

当事業年度（2021 年３月 31日）              （単位：百万円） 

（注
１年以内 

１年超 

２年以内 

２年超 

３年以内 

３年超 

４年以内 

４年超 

５年以内 
５年超 合計 

税務上の繰越

欠損金（*1） 
30,025 6,481 ― 24,613 2,091 5,565 68,776 

評価性引当額 △30,025 △6,481 ― △24,613 △2,091 △5,565 △68,776 

繰延税金資産 ― ― ― ― ― ― ― 

（*1）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。 

（１株当たり情報） 

１株当たりの純資産額       300,069 円 50 銭 

１株当たりの当期純損失金額     △1,517 円 3銭 
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（関連当事者との取引） 

１. 親会社等 

（単位：百万円） 

属 

性 

会社等 

の名称 

議決権等の

所有割合 

関連当事者 

との関係 

取引の内容 

（※１） 

取引金額 
科目 

当事業年

度末残高 

親

会 

社 

等 

預金保険

機構 

被所有直接

100% 

破綻金融機

関等の債権

買取（回収

等を含む）

業務の受託

等 

資金の借入 549,089

借用金 547,289

資金の返済 578,240

補 金 476 未収補 金 476

納付金 4,138 未払納付金 4,138

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（※１）所定の法律もしくは一般的な取引条件に基づき、公正な価額によっております。 

２. 子会社及び関連会社等 

   記載すべき重要なものはありません。 

３. 兄弟会社等 

該当ありません。  

４. 役員及びその近親者等 

   該当ありません。 

５. 親会社の役員及びその近親者等 

   該当ありません。 
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(２０２１年３月３１日現在)

(単位：百万円)

金　　　額 負　　　債 金　　　額

- 金銭信託以外の金銭の信託 -

そ の 他 の 金 銭 債 権 - 金 銭 信 託 の 信 託 -

-

預 け 金 -

- 合　　　　計 -

注 １．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

　 ２．共同信託他社管理財産については、取扱残高はありません。

 　３．元本補 契約のある信託については、取扱残高はありません。

合　　　　計

信 託 財 産 残 高 表

資　　　　産

金 銭 債 権

現 金 預 け 金
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第 ２５ 期　決　算　公　告

東京都千代田区丸の内３丁目４番２号

株式会社  整 理 回 収 機 構
代表取締役社長　 本 田 守 弘

連 結 貸 借 対 照 表 （２０２１年３月３１日現在）

（単位：百万円）

科        目 金　　額 科        目 金　　額

92,924 2

12 547,289

497,118 5,555

78,920 243

3,352 68

327 4,911

建 物 172 2,226

リ ー ス 資 産 119 560,297

その他の有形固定資産 35

106 12,000

ソ フ ト ウ ェ ア 106 48,938

2,226 60,938

△ 42,665 11,086

11,086

72,025

632,322 632,322

（　純 資 産 の 部　）

支 払 承 諾

無 形 固 定 資 産

資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部合計

貸 倒 引 当 金

純 資 産 の 部 合 計

支 払 承 諾 見 返

そ の 他 資 産 役員退職慰労引当金

有 価 証 券 そ の 他 負 債

有 形 固 定 資 産

２０２１年６月１７日

その他の包括利益累計額合計

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

繰 延 税 金 負 債

負 債 の 部 合 計

資 本 金

利 益 剰 余 金

（ 資 産 の 部 ）

貸 出 金 退 職 給 付 に 係 る 負 債

（ 負 債 の 部 ）

現 金 預 け 金 預 金

買 入 金 銭 債 権 借 用 金
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連 結 損 益 計 算 書

（単位：百万円）

科          目 金                    額

12,162

5,562

2,843

2,707

10

1

6

9

0

6,583

1,438

17

5,126

12,520

22

0

21

0

334

7,924

4,239

4,239

△ 358

0

0

△ 358

8

△ 2

5

△ 364

－

△ 364

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

借 用 金 利 息

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 の 支 払 利 息

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

償 却 債 権 取 立 益

そ の 他 の 経 常 収 益

預 金 利 息

資 金 運 用 収 益

信 託 報 酬

預 け 金 利 息

そ の 他 の 受 入 利 息

貸 出 金 利 息

有価証券利息配当金

２０２０年４月　１日から
２０２１年３月３１日まで

非支配株主に帰属する当期純損失

親会社株主に帰属する当期純損失

そ の 他 経 常 費 用

役 務 取 引 等 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 損 失

特 別 損 失

当 期 純 損 失

固 定 資 産 処 分 損

税金等調整前当期純 損失

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

経 常 収 益
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連結財務諸表の作成方針

（１）連結の範囲に関する事項

①連結される子会社及び子法人等　　　　　　１社

会社名

株式会社ティーエイチアールクレジット

②非連結の子会社及び子法人等

主要な会社名

埼玉中央保証株式会社

非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う

額）、利益剰余金（持分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）

等からみて、連結の範囲から除いても企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理

的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外しております。

（２）持分法の適用に関する事項

①持分法適用の非連結の子会社及び子法人等はありません。

②持分法適用の関連法人等はありません。

③持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等

主要な会社名

埼玉中央保証株式会社

④持分法非適用の関連法人等はありません。

持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等は、当期純損益（持分に

見合う額）、利益剰余金（持分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見

合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に重要な影響を与えな

いため、持分法の対象から除いております。

（３）連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項

連結される子会社の決算日は３月末日であります。

（４）開示対象特別目的会社に関する事項

該当ありません。

（５）のれんの償却に関する事項

該当ありません。
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連結注記表 

Ⅰ．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

Ⅱ．重要な会計方針 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、持分法非適用の非連結子会社・子法人等株式及び持分法非適用の関連

法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券については原則として連結

決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし

時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法に

より行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しておりま

す。 

2. 固定資産の減価償却の方法 

(１) 有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定率法（ただし、2016 年４月１日以後に取得した建物附属設備及

び構築物については定額法）を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物   ８年～18年 

その他   ２年～16年 

(２) 無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期間（主として５年）に基づいて償却しております。 

(３) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、

リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額について

は、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のも

のは零としております。 

3. 貸倒引当金の計上基準 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。貸

出金等について当社が「整理回収業務」を主目的とする会社であること等を考慮して、破産

更生債権等特定の債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可

能見込額を控除し、その残額に対して債務者の支払能力を総合的に判断したうえで、回収不

能と認められる額を計上しておりますほか、一般債権については過去の一定期間における貸

倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。 

4. 役員退職慰労引当金の計上基準 

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払に備えるため、役員に対する退職慰労

金の支給見積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上してお

ります。 

-18-



5. 退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職

給付債務の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上

しております。

6. 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

7. 受取配当金の会計処理 

受取配当金は、配当受領時に収益として計上しております。 

Ⅲ．表示方法の変更 

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第 31号 2020 年３月 31日）を当

会計年度の年度末に係る計算書類から適用し、計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記

を記載しております。 

Ⅳ．重要な会計上の見積り 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業

年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

貸倒引当金 

（１） 当事業年度に係る計算書類に計上した額 

貸倒引当金 42,665 百万円 

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

①算出方法 

貸倒引当金の算出方法は、「重要な会計方針」「３．引当金の計上基準」「（1）貸

倒引当金」に記載しております。 

②主要な仮定 

貸出債権について回収可能見込額を見積る際には、取引先の過去の支払い実績や現

在の状況等を考慮しております。当事業年度においては、新型コロナウイルス感染

症拡大に伴う取引先の返済能力への影響は、軽微であるとの仮定により、貸倒引当

金を計上しております。 

③翌事業年度に係る計算書類に及ぼす影響 

取引先の状況の悪化や経済環境の変化等の追加情報を評価する結果、貸倒引当金を

追加で計上する可能性があります。新型コロナウイルス感染症の感染状況及び感染

拡大等に伴う取引先への影響が深刻化した場合には、翌事業年度に係る計算書類に

おける貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。 
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Ⅴ．注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

1. 貸出金のうち、破綻先債権額は 8,445 百万円、延滞債権額は 29,492 百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他

の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上し

なかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）

のうち、法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第 96 条第 1項第 3号のイからホまでに

掲げる事由又は同項第 4号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建

又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

2. 貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は 835 百万円であります。 

なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上

遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

3. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 19,191 百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利

の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを

行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

4. 破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は

57,964 百万円であります。 

なお、１から４に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

5. 担保に供している資産は次のとおりであります。 

為替決済、当座借越等の取引の担保として、預け金 200 百万円を差し入れております。 

また、その他の資産には保証金 439 百万円が含まれております。 

6. 有形固定資産の減価償却累計額            448 百万円 

7. 当社の連結自己資本比率（4.90％）については、非対象区分として銀行法上の規制の対象外

（預金保険法附則第 11条第 9号［新住専処理法附則第 11条第 9号］）であります。 

8.「その他資産」には、次のものを含んでおります。 

・ 預金保険法附則第 10 条の２に基づき、預金保険機構より補 金の交付を受けるべき額

403 百万円 

・ 金融機能の再生のための緊急措置に関する法律第 53条第３項に基づき、預金保険機構よ

り補 金の交付を受けるべき額 73百万円 

・ 未収還付配当利子所得税  542 百万円 

9.「その他負債」には、次のものを含んでおります。 

・ 預金保険法附則第７条第１項第２号の２に基づき、預金保険機構に納付する額 1,492 百

万円 

・ 金融機能の早期健全化のための緊急措置に関する法律第 13条に基づき、預金保険機構に

納付する額  177 百万円 

・ 金融機能の強化のための特別措置に関する法律第41条に基づき、預金保険機構に納付

する額 2,467 百万円  
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（連結損益計算書関係） 

1. 「その他の経常収益」には、次のものを含んでおります。 

・ 債権回収等益 4,545 百万円  

・ 預金保険法附則第 10 条の２に基づき、預金保険機構より補 金の交付を受けるべき額

403 百万円 

・ 金融機能の再生のための緊急措置に関する法律第 53条第３項に基づき、預金保険機構よ

り補 金の交付を受けるべき額 73百万円 

2. 「その他の経常費用」には、次のものを含んでおります。 

・ 預金保険法附則第７条第１項第２号の２に基づく預金保険機構への納付金 1,492 百万円 

・ 金融機能の早期健全化のための緊急措置に関する法律第 13 条に基づく預金保険機構への   

納付金  177 百万円 

・ 金融機能の強化のための特別措置に関する法律第 41条に基づき、預金保険機構に納付す

る額 2,467 百万円 

3.包括利益の金額 4,462 百万 

（連結包括利益計算書関係） 

その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

その他有価証券評価差額金：

当期発生額             6,915 百万円

組替調整額                  －百万円 

税効果調整前            6,915 百万円 

税効果額             △2,125 百万円 

その他有価証券評価差額金      4,826 百万円

その他の包括利益合計      4,826 百万円
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（金融商品関係） 

1. 金融商品の状況に関する事項 

(１)金融商品に対する取組方針 

当社は、住宅金融債権管理機構と整理回収銀行が合併して 1999 年に発足、旧住専や

破綻金融機関から譲り受けた不良債権等の回収を柱に、健全金融機関からの不良債権

買取や企業再生支援業務並びに金融機関の自己資本充実のため金融機関が発行する株

式等の引受・処分等を受託するなど幅広い業務を行っています。

当社は基本的に法令に基づき株主である預金保険機構の委託で殆どの業務を行うた

め、独自に資金調達し金融商品の保有・運用を行って収益を追求することはありません。

必要な資金はすべて法的に民間金融機関または預金保険機構により手当されており、

余剰部分は期限前返済、不足部分は預金保険機構からの借入が可能であるため、当社で

は資産及び負債の総合管理（ALM）は行っていません。また資金運用は預金保険機構
や民間金融機関への弁済または利益金納付までの短期運用（運用先を限定し安全性に

十分留意）に限定されており、金利リスクを回避しております。

(２)金融商品の内容及びそのリスク 

当社が保有する金融資産のうち、法令に基づき或いは預金保険機構から委託されて

引受もしくは買い取ったものについては、公的な業務遂行に伴う総合収支（金融収支を

含む）差額は、預金保険機構との間で納付・補 が行われることとなっているため、当

社には最終損益とリスクの帰属はありません。一方、預金保険機構からの委託によらな

いものについては、納付・補 が行われないため、最終損益とリスクが当社に帰属する

こととなります。 

① 有価証券 

保有する有価証券の殆どが金融機関の自己資本充実のため金融機関が発行する株

式等の引受等（早期健全化法、金融機能強化法）により取得した優先株や普通株およ

び信託受益権等です。なお、損益はすべて預金保険機構に帰属するため、当該商品の

実質的な価格変動リスクはありません。

その他の株式等は旧住専・破綻金融機関から譲渡等により取得した株式等で、預

金保険機構に対する納付・補 の対象になっております。 

②貸出金 

当社の貸出金は大宗が不良債権であり、個別に担保やキャッシュ・フローからの

回収見込を控除した後の金額につき貸倒引当金を計上しています。なお、利息収入が

見込めるものは、主として「住専勘定」の正常ローンです。

(３)金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスクの管理 

当社では、不良債権の性格に応じた管理・回収体制を整備のうえ回収・引当指導

とその適切性のチェックは業務企画部が行っており、引当と償却の妥当性確保に留

意しています。 
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②市場リスクの管理 

（ⅰ）金利リスクの管理 

１年以内の短期運用にあたっては、安全性に十分留意した基本方針を規程で定め、

運用対象先、対象資産及びライン等の具体的な運用事項は業務企画部担当役員の権

限で制定しています。また運用状況は四半期ごとに取締役会に報告しています。 

なお、資産と負債に関する金利リスク、期間リスクは、預金保険機構との協定に

より随時調達・随時返済が可能なため基本的にはありません。 

（ⅱ）価格変動リスクの管理 

保有有価証券の中には、公的資本増強業務に伴うもので優先株から普通株に転換

したものがあり、時価の変動が常に生じますが、減損処理を要するものについても預

金保険機構との協定に基づき補てんが行われるため、当社は価格変動リスクを負い

ません。 

（ⅲ）市場リスクに係る定量情報 

  当社では、リスク管理上、市場リスクに関する定量的分析を利用しておりません。 

金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は固定金利の貸出金です。すべてのリ

スク変数が一定の場合、2021年３月31日現在の金利が1ベーシス・ポイント（0.01％）

低ければ、貸出金の時価は 2百万円増加するものと考えられます。反対に金利が 1ベ

ーシス・ポイント（0.01％）高ければ、2百万円減少するものと考えられます。 

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理 

当社が円滑な業務を遂行するために必要な資金は、すべて法的に措置されており、

資金繰り及び市場流動性の面において損失を被ることはありません。 

(４) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的

に算定された価格が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を

採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
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2. 金融商品の時価等に関する事項 

2021 年３月 31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおり

であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表に

は含めておりません（（注２）参照）。 

また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。 

（単位：百万円） 

 連結貸借対照表 

計上額 
時 価 差 額 

（1） 現金預け金 

（2） 有価証券 

その他有価証券 

（3） 貸出金 

貸倒引当金（△）(※1) 

92,924

35,798

78,920

△42,483

92,924

35,798

-

-

36,437 36,908 470

資産計 165,160 165,631 470

（1） 借用金 547,289 547,296 6

負債計 547,289 547,296 6

(※1)貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

（注1） 金融商品の時価の算定方法 

資産 

（1） 現金預け金 

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額を時価としております。満期のある預け金については、約定期間が短期間（１

年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価と

しております。 

（2） 有価証券 

株式は取引所の価格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「（有価証券関

係）」に記載しております。

（3） 貸出金 

回収見込の困難な貸出金については、担保及び保証による回収見込額と確実な

担保外入金見込額に基づいて貸倒引当金を個別に引き当てているため、時価は連結

決算日における連結貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除し

た金額に近似しており、当該価額を時価としております。 

上記以外の貸出金のうち、変動金利によるものは短期間で市場金利を反映する

ため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と

近似していることから当該帳簿価額を時価としております。一方、固定金利によ

るものは、当社は新規貸出を行っておらず、また、譲受機関により貸出条件が

様々なため、一定の前提を置いて貸倒見積額を織り込んだ将来キャッシュ・フロ

ーを見積り、それを安全利子率で割り引いて時価を算定しています。 
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負債 

（1） 借用金 

約定期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額を時価としております。 

上記以外のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当

社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似して

いると考えられるため、当該帳簿価額を時価としております。 

固定金利によるものは、一定の期間毎に区分した当該借用金の元利金の合計額

を同様の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算定しておりま

す。 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額は次のと

おりであり、金融商品の時価情報の「資産（２）有価証券」には含まれておりません。 

（単位：百万円） 

 連結貸借対照表計上額 

① 非上場株式 （※１）（※２） 

② その他の証券（※１）

245,830

215,489

合  計 461,319

（※１）これらは、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ことから時価開示の対象とはしておりません。 

（※２）当事業年度において、非上場株式について 24百万円減損処理を行っており

ます。 

（有価証券関係） 

１. その他有価証券（2021年３月31日現在） 

（単位：百万円） 

  種類 
貸借対照表 

計上額 
取得原価 差額 

貸借対照表計上額が 株式  35,780 19,800 15,980

取得原価を超えるもの 
小計  35,780 19,800 15,980

貸借対照表計上額が 株式 18 18 -

取得原価を超えないもの 
小計 18 18 -

合計 35,798 19,818 15,980
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（注）時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券 

（単位：百万円） 

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 245,830

その他の証券 215,489

合計 461,319

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め

られることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

2. 当事業年度中に売却したその他有価証券はありません。 

3. 減損処理を行った有価証券 

売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）の

うち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回

復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額と

するとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下、「減損処理」という。）し

ております。 

当事業年度における減損処理額は 14百万円であります。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価が取得原価に比べて 30％

以上下落した場合としております。時価が取得原価に比べ 50％以上下落した場合は、時価

が取得原価まで回復する見込みがないものとして減損処理を行っております。時価が取得原

価に比べて 30％以上 50％未満下落した場合は、時価の回復可能性の判定を行ったうえで減

損処理を行っております。 

（１株当たり情報） 

１株当たりの純資産額                300,107 円 39銭 

１株当たりの親会社株主に帰属する当期純損失金額   △1,517 円 62銭 
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